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研究成果の概要（和文）： 

知識を内蔵するワークフローシステムを基盤技術として以下を行った。 
（１）協調設計現場での組織構造に対応する知識の抽出を行い、その運用機能をグループウェ
アを利用して実装する。 
（２）造船設計教育の本質である船体形状と配置設計への市販 CAD を用いた展開を行うことに
より、現場での設計知識システムと造船設計教育システムとを完成させる。 
これにより、設計者の知識の記述や設計情報の効率的な管理が可能として、先端的な協調作業
支援機能を実現する。 
 
研究成果の概要（英文）： 
This research work developed a computer system for extracting knowledge in collaboration 
and supporting design work in shipyards, and the system is integrated with CAD system 
to support the design work of ship hull and machinery arrangement. 
The software system realizes design knowledge articulation and management in the 
shipyards. The concept of knowledge management and efficient collaboration is evaluated 
on the proposed platform. The proposed system is based on ShareFast, which is an open 
source software, and the system is integrated with LotusNotes which is a commercial 
software for collaboration. With the integration of the software platform, the system 
becomes practical system for shipyards. The design knowledge can be extracted and 
articulated in the workflow system and with the workflow further knowledge can be 
identified. The system also provide feature for managing the status of the design process 
for further deployment. 
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１．研究開始当初の背景 

既存製造業の設計・製造のノウハウはいわ
ゆる熟練者から若手に受け継がれているの
が実情で、客観的合理的な手法があるわけで
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はない。熟練者の知識自体も人によって異な
っており、合理的な知識獲得手法が望まれる。
一方、産業界では多くのワークフロー管理シ
ステムが開発され定型的な仕事の流れを表
現し、広く利用されているが、現場での知識
の獲得手法の研究が決定的なものはない。ま
た申請者は社会学の手法であるエスノメソ
ドロジーなど利用して船橋でのグループで
の運航作業の分析システム「CORAS」を開発
し分析を行ったが、多くのデータを取って標
準作業を確立するまでには至っていない。
（たとえば 角田領, 大和裕幸, 安藤英幸: 
シミュレーションによるブリッジチームの
パフォーマンス評価手法, 日本船舶海洋工
学会論文集, Vol.5, pp.47-55, 2007）申請
者はすでに下の図のようなワークフロー管
理システムを開発、オープンソースとして公
開し、また基盤研究（A）（一般）、平成 20～
22年度（3カ年）、「ワークフローシステムを
中核とした造船設計システムの実務と教育
への展開」ではこれを用いて船舶設計システ
ムの研究を行った。 

これまでの研究では、ワークフローソフト
によって、熟練者の知識の表現手法の研究や
グループ行動の分析システムの開発に主眼
をおいてきた。今回の研究ではこの表現手法
や分析システムを発展させ、熟練者の設計作
業（設計プロセスの検討）、熟練職工のぎょ
う鉄作業（製造プロセスの検討）、製鉄所の
連続鋳造のグループ作業（集団作業の分析）
を数多く抽出して、データベース化し、いわ
ゆるデータマイニング、協調フィルタリング
技術などを用いて分析して合理的な設計製
造の知識を体系化することを試みる。 

 

２．研究の目的 

造船や製鉄所等の人間の知識に依存する
ことの多い産業では、その設計製造手順は明
確になっておらず、図面や作業指示書にも残
らない。このことが品質の向上を阻んでいる。
これに対して、実際に行われた設計や製造の
手順を記録し、データベースに集積、それを
分析することで作業標準を策定して、無駄の
ない最適化が行える可能性がある。本研究で
は船舶基本計画、造船ぎょう鉄作業、製鉄所
連続鋳造システムを例にして IT を駆使して
データベース化し、これをデータマイニング
やエスノメソドロジーなどの手法により分
析することで作業の最適化や標準化が行え、
製品の品質が向上しうることを実証する。 
 

３．研究の方法 

設計プロセスとプランとオペレーション
の二つについて研究対象とする。設計プロセ
スの検討（船舶基本計画プロセス）ではワー
クフローソフト ShareFast、計画システム
AVIVA MARINE、グループウェア LotusNotes、

データベースシステムによりシステムを構
築する。プラントオペレーション等の集団作
業の分析（連鋳システム）では２のシステム
に加えて RFIDによる場所のデータを追加す
る。これらにより作業データベースを構築し
て、データマイニング手法により標準化作業
を行う。 
 
４．研究成果 
（１）提案するワークフローを中核とした組
織内コラボレーション支援システムのアー
キテクチャを図 1 に示す。実務および教育
を支援するために、ワークフロー形式のユー
ザインタフェースによる作業に関する知識
を記述する機能に加えて、プロセスの進捗を
管理するための機能および作業計画を立案
するエンジンも備えている。 
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図 1. 開発したシステムのアーキテクチャ 

 
（２）ワークフロー情報の生成は開発した
ShareFast システムを用いて生成する。
ShareFast を用いることでワークフローは
BPMN 形式でモデリングされる。BPMN 形式で
モデリングされたワークフロー情報から、必
須情報を抽出し、状況が一目でわかるように
図 2 のように実行中または実行可能なタス
クの色を変えたワークフロー図を Webインタ
ーフェイスに表示する。また、本研究を通じ
て ShareFast システムは LotusNotes と統合
され、実務の支援にも利用できることとなっ
た。 

 

 図 2. ワークフロー図 



 

 

（３）生成したワークフロー情報を組織内コ
ラボレーション支援に利用するために、タス
クを割り振る必要がある。本システムでは組
織の構成員を「名前」「所属」「タスク実行権
限」で表現し実行権限の有無を「0」、「1」で
示した情報を拘束条件とすることで、組織構
造を考慮したタスクの割り振りが実行でき
る。従来の ShareFastシステムはプロセスに
関する知識のみを記述するシステムであっ
たが、組織の持つ属性を合わせて記述できる
システムとした。表 1 に組織構造情報の例
を示す。 

 

表 1. 組織情報例 
名前 所属

側部
ブロック

下部
ブロック

ブロック
溶接

板継
ロンジ
配材

仮付け 溶接
トランス
配材

塗装

tsubouchi 1 1 1 1 1 1 1 1 1
tsujimoto tsubouchi 1 0 0 1 1 1 1 1 1
kakuda tsubouchi 0 1 0 1 1 1 1 1 1

mitsuyuki tsubouchi 1 0 0 1 1 1 0 1 1
tsujimoto1 tsujimoto 0 0 0 1 0 0 1 0 0
tsujimoto2 tsujimoto 0 0 0 0 1 0 0 1 0
tsujimoto3 tsujimoto 0 0 0 0 1 1 0 0 1
kakuda1 kakuda 0 0 0 1 0 0 1 0 0
kakuda2 kakuda 0 0 0 0 1 0 0 1 0
kakuda3 kakuda 0 0 0 0 1 0 0 0 1

mitsuyuki1 mitsuyuki 0 0 0 1 0 0 1 0 0
mitsuyuki2 mitsuyuki 0 0 0 0 1 1 0 1 0
mitsuyuki3 mitsuyuki 0 0 0 0 1 1 0 0 1  
 
（４）本システムでは、タスク状態の更新と

して「終了」と「手戻り」を考慮できる。タ

スクの状態「終了」とすることで、プロセス

制御エンジンによって自動的に次のタスクの

状態を変更することができる。「手戻り」は、

先行タスクまでの成果が芳しくないことでタ

スクを実行できない場合に、①先行タスク状

態を実行中に戻す操作、もしくは、②ワーク

フロー情報を取り消して、再度現時点からの

ワークフロー情報を生成する操作、の何れか

を行うことで「手戻り」をシステム上で実現

できる。 

 
（５）タスク割り振りを支援する目的で、自
動で作業計画を立案できる機能を実装した。
この機能では、すべてのタスクが終了した時
刻を最小にすることのみを目的として作業
計画を立案する。 
解法に関しては、作業計画問題を RCPSPとし
て定式化し、PERT手法によって各ワークフロ
ーの基本情報を求め、アクティブなタスク担
当者の決定アルゴリズムをもとに、遺伝的ア
ルゴリズム（GA）を用いてタスク実行順番を
決定する手法を用いた。 
 
（６）開発したシステムを設定したサンプル
シナリオ上で使用することで、提案した手法
の有用性を示す。 
造船所の工作部門において、ダブルハル構造
ブロックを製作しなければならないとする。
工作部門の組織構造は表 1 を用いる。 
部門長は、ShareFast を用いて側部ブロック
２枚と下部ブロック１枚を溶接するワーク
フロー情報を生成し、各タスクを部下の３人

に割り振る。 
例えば、側部ブロック製作のタスクを割り

振られた作業者は、側部ブロックを構成する
外部パネルと内部構造ブロックのワークフ
ロー情報を生成し、それぞれに含まれるタス
クを彼の部下に割り振る必要がある。設定し
たシナリオにおいて、側部ブロックのタスク
を割り振られた作業者が生成したワークフ
ローは図 2と同様のものとする。 
また、Webインターフェイスを図3で示す。 
ユーザーの必須情報はコマンド画面に表

示される。各作業員は割り振られたタスクや
担当するワークフロー情報の確認や状況の
更新をコマンド画面で行える。 

すべての作業員は、上司からタスクを割り
振られ、割り振られたタスクを実行するため
のプロセスをワークフローとして電子化し、
ワークフロー内の各タスクを部下へ割り振
り、担当タスクの状況の更新によって現在の
状況が瞬時に理解できるという、組織構造を
考慮した活動に必要な情報表示や行動がシ
ステム上で行えるため、組織内コラボレーシ
ョンが支援できる。 

Login画面

コマンド画面

ワークフロー図
表示画面

 

図 3. Webインターフェイス 

 
（７）ユーザーの必須情報はコマンド画面に

表示される。各作業員は割り振られたタスク

や担当するワークフロー情報の確認や状況の

更新をコマンド画面で行える。 

すべての作業員は、上司からタスクを割り

振られ、割り振られたタスクを実行するため

のプロセスをワークフローとして電子化し、

ワークフロー内の各タスクを部下へ割り振り、

担当タスクの状況の更新によって現在の状況

が瞬時に理解できるという、組織構造を考慮

した活動に必要な情報表示や行動がシステム

上で行えるため、組織内コラボレーションが

支援できる。 

開発した作業計画立案機能がタスク割り振

りを支援できるような計画を立案できるかど

うかを図 2 のワークフローを３つ用いて表 1 

の「mitsuyuki」が作業計画立案機能を使用し



 

 

た際に作成する Excel 形式の全体作業計画表

は表 2 のように出力される。 

 

表 2. 作成された全体作業計画表 

mitsuyuki

mitsuyuki1

mitsuyuki2

mitsuyuki3  
 

全体の作業計画表では各作業者がどの時刻

に何をしているかをタスクごとに設定した色

で表示される。また、作業者個別の作業計画

表も同時に作成される。検証の結果、この作

業計画は所要時間を最小にすることがわかっ

た。このことにより、全体と個別の作業計画

を指標として部下にタスクを割り振り支援が

可能となることがわかる。 

また、組織パフォーマンスの向上のため組

織内の作業員に「教育」を行った場合を想定

すると、タスクに対する権限を追加し本機能

によって再計算を行うことで、仕事の所要時

間を基準として作業員への教育の効果を定量

的に計ることができる。 

具体例として、表 2 で稼働率が最も低い

「mitsuyuki3」に、教育によって「溶接」タ

スク権限を与えた状態で作業計画を立案した

ところ、仕事全体の所要時間は２割削減され

た。また、他の教育を選択した場合を比較す

ることで、作業員への教育の意思決定指標と

なることがわかった。 
このことから、本システムを用いることで

作業員の権限の有無と仕事の所要時間を基
準とした組織の構造を評価することができ
るという知見が得られた。 
 
（８）本研究は、ワークフローを中核とした
システムを構築した。その際に、上司から仕
事が割り振られ、仕事に対するプロセス情報
を生成し、プロセス内のタスクを部下に割り
振るという、組織構造を考慮した一連の作業
や、割り振られたタスクに対する状況の更新
などの行動をシステム上で表現することで
組織内コラボレーションを支援できること
を示した。また、最適なタスク割り振り支援
として、自動で作業計画を立案する機能を構
築し、この機能を用いることで作業員への教
育の効果を定量的に図ることができ、また組
織の構造を評価できることがわかった。 

今後の展望として、グループウェアとの連
携による、より最適な形態での組織内コラボ
レーション環境を実装し、実証実験により提
案した手法がどの程度組織内コラボレーシ
ョンを支援できるかを定量的に計測し、組織
のパフォーマンス向上に関して部門間の連
携などを考慮する必要がある。 
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